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コロナ禍は私達の生活に様々な災いをもたらしているが、その一つに日本経済が抱え

る構造問題の一つ、労働力確保の問題を見えにくくしていることがある。 

日本では 1995 年の生産年齢人口に加え 2008 年に総人口もピークアウトしたことを

受けて、人口動態変化がもたらす経済構造問題について議論される機会は増えた。しか

し、ゼロ成長や低成長の影響もあって労働力供給の問題は長期的なテーマとして押しや

られ、焦点はむしろ人口減の消費への悪影響や少子高齢化に伴う社会保障負担、即ち財

政負担の問題などに当たりがちだった。そうした中で 65 歳までの雇用維持制度化や女

性活用のための計画策定等が行われたが、これらについても労働力確保に正面から取り

組んだものとは言い難かった。 

 

この問題に焦点が当たるようになったのは、アベノミクスで景気が盛り上がり完全失

業率が一時の 5%台から 3%半ばまで低下した 2010 年代半ば以降のことであった。以後、

失業率が 2%台へ下降する中で中小企業の深刻な人材難が叫ばれ、それに呼応するよう

に「働き方改革」や 70 歳までの雇用維持のための法整備、更には外国人労働者受入制

度の改定など、労働力供給不足への対応が矢継ぎ早に採られた。しかし、そうした流れ

は長くは続かず、2020 年に始まったコロナ禍による需要不足で日本の労働市場の環境

は一変したことでテーマは労働力の確保から雇用の維持へと転換した。一時的にせよ労

働力確保のための議論は霞んでしまったという印象だ。 

 

しかし今、コロナ後の経済の回復やその後の成長を考えるにあたり、労働力供給の状

態は 2010 年代前半迄とは全く違う段階に入っており、霞の先には深刻な労働力確保問

題が横たわっていることを改めて認識する必要がある。 

 

2015 年の生産年齢人口はピークの 1995 年から 10 百万人近く減少した。それでも労

働力市場がさして逼迫しなかったのは、景気低迷の影響もあるが実際の労働力人口の減

少がその 15分の 1の 70万人程度にとどまったからだ。この背景には、そもそも生産年

齢人口全体の労働力率は 7割程度に過ぎず、生産年齢人口の減少が即労働力人口の減少
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に繋がる訳ではないことがあるが、それに加えて生産年齢の女性の労働力率がこの間に

9%弱上昇し、さらに高齢者の人口が 15百万人増加したことがある。これ等３つの要因

がそれぞれ約 3 百万人ずつ緩和に働いたことで、労働力人口の減少は僅かにとどまっ

た。 

 

これに対し 2015 年からの 20 年間について同じことを期待するのは難しい。何故な

ら、生産年齢人口の減少は加速して 12 百万人超と前回より 2 百万人増える一方、第一

の要因による緩和効果は 3百万人の前回を若干下回る。そのため、第二、第三の要因に

よる緩和効果を同程度働かせて労働力人口の減少を前回並みに抑えるためには、前回

59%から 67%へと上昇した生産年齢の女性労働力率をさらに 80%近くまで高める必要

があると同時に、22%に留まった高齢者の労働力率を 32%まで引き上げねばならない。

これ等は生産年齢の男性の労働力率でも 85%程度で頭打ちとなっていることや、2035

年時点では団塊の世代が 90 歳に近づく一方、そのジュニア世代は未だ生産年齢にとど

まっていること等を考えると、いずれも「不可能」とは言わないまでも相当に困難な目

標だ。さらに 2035 年以降のことも考えれば、この問題を労働力率の向上に頼るだけで

は済まないことは明らかだ。 

 

このままでは必至の労働力供給不足に対し、コロナ禍の下で熱心に進められた IT や

AI 活用による効率化で解決を図るのか、より高付加価値な産業への構造転換を急ぐの

か、コロナ禍で停滞してしまっている海外からの労働者受け入れを大幅に増やすのか、

或いは産業の空洞化を甘受しつつ更なる企業の海外生産シフトを黙視することでやり

繰りをつけるのか、それ等次第で経済の在り方は大きく異なろうが、未だ道筋は見えて

いない。霞の先をしっかり見据えた議論に期待したい。 

 

（IIMAメールマガジンへの寄稿） 
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